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１．材料試験炉（JMTR)の概要

2

軽水炉の高経年化に対応した材料照射試験、燃料の高度利用に対応
した厳しい使用環境や異常過渡条件での照射試験が実施可能な中性子
照射炉。照射試験体等を取扱うホットラボが付属。
材料照射試験や燃料異常過渡試験などにおいて多くの実績と国際的に
見ても高い照射能力を有する。

照射後試験施設(ホットラボ）

J M T R

水路

照射済試料の搬入

再照射試験

JMTRの炉心

燃料要素領域

反射体領域

この部分にキャプ
セルを装荷して照
射試験を実施

制御棒●熱出力 50MW
●炉心の照射領域
・約60箇所の照射孔で同時照射可能
・低ガンマ線照射領域を設定

●中性子束
・高速：最大4×1018 (n/m2/s)
・熱 ：最大4×1018 (n/m2/s)



1965.4(S40)
建設開始

2003.10～2006.8
約3年間安定運転

1968.3(S43)
初臨界

1970.9(S45)
供用開始

1970(S45)～
RIの製造

2002(H14)～
2006(H18)
軽水炉材料の
経年劣化に係
るIASCC照射
研究

1992(H4)～2000(H12)
ITER設計のための
ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの構築

1979(S54)～1984(S58)
国産圧力容器鋼材の照
射脆性評価

1971(S46)～2005(H1７)
高温ガス炉用燃料・材料の開発

1985(S60)～2000(H12)

BWR燃料の高燃焼化に係る
健全性と安全裕度の評価

1970(S45)～1978(S53)
軽水炉燃料棒に係わる
設計データ等の確証

1970(S45）～1998(H10)
高速炉の開発(動燃等）

1988(S63)
一定温度制御照射
による照射損傷
素過程の解明

1992(H4)～1998(H10) 
セラミックスの照射
誘起伝導現象の解明

年間180日運転達成

１．JMTRの概要 -歴史 -

2006年
運転停止
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*S. Shimada et. al. Journal of Nuclear Materials 
327 (2004) 97–113

１．JMTRの概要 ‒成果の例：出力過渡条件での燃料破損試験 -

50GWd/tを超える燃焼度では、出力過渡時に従来のPCI/SCCによるピンホール破損
とは異なる、 水素の影響を受けた縦割れ破損が発生。
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2．ＪＭＴＲの改修・再稼働に至る経緯
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(1) 重要性を増した材料試験用原子炉
・軽水炉の高経年化で生ずる材料劣化問題
・MOX燃料など燃料開発
・次世代炉、核融合炉等の開発
・照射研究の実施による人材の育成、技術の継承
・RIの安定供給

(2) 老朽化したJMTR -いかに対処するか-
・燃料、材料の開発や安全性確証を海外に依存することは不適切。
・新設は400～500億円程度の予算と十年以上の空白期間が見込まれる。
・改修と新たな照射試験設備の整備を3～4年で実施し、利用効率を
向上すべき。
・国費で建設された原子炉を使い切る意味でも国民の納得を得るもの
となる。

２．経緯 -「JMTR将来計画検討委員会」での視点 -
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２．経緯 - JMTR将来計画検討委員会の検討結果 -

• ケース1：国内に技術が蓄積せず技術基盤が衰退
• ケース2：長期間の建設、財政的な困難
• ケース3：最小限の費用で必要な技術基盤を残し、第２四半世紀以降は今後の研究
動向で判断。

[選択肢]

JMTRは現在の照射需要への対応が終了した後速や
かに廃止し、その後は主に海外の試験研究炉を利
用して照射試験を行う場合

(ケース3)

（ケース1）

JMTR施設の状況
(高経年化対策含む）

JMTR施設の状況
(高経年化対策含む）

材料試験炉の
果たすべき役割

材料試験炉の
果たすべき役割

照射需要の見通し照射需要の見通し

国内外の試験研究炉
の状況

国内外の試験研究炉
の状況

廃止の影響廃止の影響

[検討事項]

（ケース2）

今後の照射試験は海外炉を利用

JMTRは現在の照射需要への対応が終了した後速や
かに廃止し、新たな材料試験用原子炉（次世代材
料試験用原子炉）を設置する場合

JMTRを改造（原子炉の改修及び照射機能の向上）
し一定期間運転継続する場合

次世代材料試験用原子炉

原子炉の改修及び照射機能向上

7参考：付録１ 原子力政策大綱における中長期方向性との関係



３. 利用ニーズ - 新JMTRに期待される役割 -

・医療診断薬の
99mTc製造等

･シリコン半導体
製造

産業利用の拡大

原子力人材育成

・核融合炉用材料、機器等の開発
・高温ガス炉用燃料・材料の開発
・原子力エネルギー基盤研究 等

科学技術の向上

軽水炉利用の長期化対策

・現行軽水炉の高経年化対応と高度利用
・次世代軽水炉の開発
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３. 利用ニーズ ‒現行軽水炉の高経年化対応及び高度利用 -

・70年供用相当の脆化評価
・大型試験片破壊靱性評価

必要な材料照射試験

SCC試験

照射脆化試験

・ 照射下SCC進展等

1. 照射脆化
2. 応力腐食割れ（SCC）
3. 疲労
4. 配管減肉
5. 絶縁劣化
6. コンクリート劣化
7. 耐震安全性

主な技術課題

材料試験炉が
必要な課題

・ SCCの機構解明
・ ハフニウムの照射挙動
（制御棒SCCの応力源）

原子力発電プラント
の高経年化の進展

産業界：
安全性、信頼性、経済性の
確保向上のための開発研究

国：
安全規制の整備と適切な行
政判断に必要な安全研究

高経年化対応技術戦略マップ

-安全水準の確保が必要 -

燃料高度化技術戦略マップ

原子力発電プラントの
高度利用の推進

-燃料の高度化が必要 -
産業界：
耐食性改良被覆材などを用
いた高度化燃料の開発と安
全評価基準の高度化

国：
民間基準の技術評価等によ
る規制基準の整備と安全評
価結果の妥当性確認

主な技術課題

1. 冷却材喪失事故(LOCA)
2. 反応度事故(RIA)
3. 過歪み
4. ペレット被覆管相互作用
(PCI)

5. ドライアウト
6. 内圧
7. 腐食など

異常過渡試験

必要な燃料照射試験

運転時の異常な過渡変化
における燃料の健全性
・出力急昇試験など

材料試験炉が
必要な課題

限界内圧試験

長期間厳しい条件で使用
される燃料の健全性
・限界内圧試験など

9



学会標準委員会

過歪,内圧,PCI/DHC　　　

　　　　　　破損限界確認試験

　　　　　　（出力急昇試験、材料特性機械試験、限界内圧検証試験）

基準検証（現行材）

燃料高度化に関するロードマップ
　　　　　　（BWR高度化燃料：高燃焼度化、炉出力向上、柔軟な運転サイクル対応、規格・基準高度化）

開発
開発/設計（高燃焼度１０ｘ１０） 許認可

開発/設計
（大幅高燃焼度） 許認可

０６2005２００５ ０７ ０８ ０９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９

許認可適用

導入

設計、許認可、導入

民間規格化

産 学

基準高度化

　　　　　　　　　安全基盤データ整備
基準検証、適用

検証試験
9x9実証（現行材）

安全裕度（現行材）

官 ２０

供試燃料

改良材料海外炉照射

10x10型

　　先行少数体照射

技術評価

3a

学協会

　　メカニズム理解進展（高燃焼度諸効果、水素化物効果等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　RIA総合試験

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　照射挙動評価（RIA・LOCA挙動評価を含む）

材料開発（改良合金）・設計改良（改良スペーサ・改良異物フィルタ等）

～55GWd/t～40GWd/t～15GWd/t

～75GWd/t～70GWd/t
(6cy) (7cy)

(1cy) (2cy) (3cy) (4cy) (5cy)

LOCA/RIA＊

特別専門委

学協会規格案検討

学会標準規格策定

　　　　ドライアウト　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　LOCA総合試験

　　　　　　　　　　　　　　　　　ドライアウト試験

基準高度化

＊LOCA/RIA安全基準については、官による基準
高度化・学協会規格化を学会の場で検討する

・安全規制当局に必要な技術基盤の構築(規
制当局としては、学協会規格の技術評価にあ
たり、判断に必要なデータを独自に取得する)
・個別の安全規制措置の実施に必要な技術的
知見取得(規制当局は事業者から申請のあっ
た燃料の健全性及びプラントの安全性につい
て、安全規制の立場から独自に確認や検証を
行うために必要な安全研究を行う)

破損限界（水素脆化・出力急昇）

BWR高度化燃料：高燃焼度化、炉出力向上、柔軟な運転サイクル対応

３. 利用ニーズ -燃料高度化技術戦略マップの例(1) -

日本原子力学会

｢軽水炉燃料の高
度化に必要な技
術検討｣

特別専門委員会
(H19年7月)より
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燃料高度化に関するロードマップ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（BWR高度化燃料：プルサーマル対応、規格・基準高度化）

開発

０６2005２００５ ０７ ０８ ０９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９

燃料製造後

　　　　 高燃焼度等MOX燃料特性評価試験

２０

開発・設計～許認可・導入

基準高度化

検証試験

・現行MOX

（8×8、9×9）

・高燃焼度MOX

設計、許認可、導入

基準検証、適用

供試燃料

高富化度MOX燃料

3b

　　　　　　　　　　　　　　　　　　メカニズム理解進展(FPガス放出挙動等)

産 学官

照射試験 （海外試験炉、商用炉）

　　　　　　　　　　　　　　安全基盤データ整備（ＭＯＸ）

　ＭＯＸ適用性確認～許認可適用

学協会標準体系検討 学会標準委員会

ＭＯＸ燃料の基準の高度化の推進

・個別の安全規制措置の実施に必要な技術
的知見取得(規制当局は事業者から申請の
あった燃料の健全性及びプラントの安全性
について、安全規制の立場から独自に確認
や検証を行うために必要な安全研究を行う)
・安全規制当局に必要な技術基盤の構築
(規制当局としては、学協会規格の技術評価
にあたり、判断に必要なデータを独自に取
得する)

BWR高度化燃料：プルサーマル対応

日本原子力学会

｢軽水炉燃料の高
度化に必要な技
術検討｣

特別専門委員会
(H19年7月)より

３. 利用ニーズ -燃料高度化技術戦略マップの例(2) -
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「世界標準を獲得し得る次世代軽水炉の開発について」
経済産業省、電気事業連合会、(社)日本電機工業会 (平成１９年９月１２日)より

≪次世代軽水炉のコアコンセプト≫
①世界初の濃縮度５％超燃料を用いた原子炉系の開発による、

使用済燃料の大幅削減と世界最高の稼働率実現
②免震技術の採用による、立地条件によらない標準化プラントの

実現
③プラント寿命８０年とメンテナンス時の被ばく線量の大幅低減を

目指した、新材料開発と水化学の融合
④斬新な建設技術の採用による、建設工期の大幅短縮
⑤パッシブ系、アクティブ系の最適組合せによる、世界最高水準

の安全性・経済性の同時実現
⑥稼働率と安全性を同時に向上させる、世界最先端のプラント

デジタル化技術

３. 利用ニーズ ‒ 次世代軽水炉開発-

12

（４）規格基準整備、規制高度化
開発と一体的に、次世代軽水炉に必要な規格基準を整備する。また、次世代軽水炉に適合した
規制制度について提案するとともに、安全当局との連携を図り、規制高度化を一体的に推進する。



JMTR利用検討委員会報告書 (平成18年3月)

原子炉の燃料や構造材は放射線と応力や腐食等の相乗的な影響を受ける
ことから、これらの研究開発にあたっては、実機環境を模擬した照射試験
及び実機よりも過酷な条件での加速試験も含めた照射試験を行うことが必
要であり、これらの照射試験を行うための施設が材料試験用原子炉である。

４．今後の計画 -材料試験用原子炉の役割 -

材料
(脆化、核変換、欠陥)

環境
(温度、化学)

応力
(圧力、相互作用)

課題の
顕在化

照射
効果

照
射
効
果

照
射
効
果 材料・環境・応力の総合的な環境を模

擬し、より厳しい環境・個別パラメータ
を制御した試験を実施し、詳しいオンラ
イン計測、照射後試験によって複合的現
象を把握し、影響を定量・実証する。

材料試験炉の性能：
原子炉＋試験装置の総合力
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４．今後の計画 -燃材料試験炉の性能 -

参考資料
Directory of Nuclear 
Research Reactors, 
IAEA, 1998 など

HBWR

熱中性子束（n/m2/s)

高
速
中
性
子
束
（

n/
m

2 /s
)

1.0E+17

1.0E+18

1.0E+19

1.0E+17 1.0E+18 1.0E+19

JMTR
HFR

OSIRIS

R2

BR-2

ATR

軽水炉条件

JHR
(計画)

HANARO

①中性子束・スペクトル
②安定性、稼働率

原子炉の性能

照射試験装置の性能③温度、圧力、水質などの環境条件と計測

JMTRは軽水炉
条件を満たし、
海外炉と比べ
ても遜色ない
原子炉性能①
を有している。
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４.１ 原子炉の改修
－高稼働率での安定した運転の実現 (原子炉性能②)－
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老朽化した機器の更新により予防保全が可能となり、

新JMTRの安心・安定運転が実現される。

○世界最高水準の年間稼働率７０％を目指せる。

○本更新を通じて、ＪＭＴＲ建設世代から次世代へ材料試験炉に

係る技術伝承ができ、実務技術者の育成が可能となる。また、

国の安全規制業務支援を担う実務若手人材の育成もできる。

○予期せぬ商用炉のトラブル対応等について、随時、迅速に対

応可能となり、商用炉の安心・安定運転に対しても貢献できる。

16

４.１原子炉の改修 -効果 -

付録２、３に示すソフト面の改善や国際拠点化のための取組により
総合的な利用性の向上を図っている。



４.２照射設備の整備 - 燃料照射試験装置の例 -

出力増強(燃料高出力)

長期サイクル運転

高負荷環境照射試験

高燃焼度化

プルサーマル本格化

高経年化対策
水化学操作(水素注入等)

事故・異常過渡時の
破損限界の低下

燃料異常過渡試験

・軽水炉高度利用に対応したウラン及びMOX燃料の高負荷環境照射試験装置
・出力過渡及び流動過渡条件でのウラン及びMOX燃料の異常過渡試験装置

燃料照射試験装置の概念図

水環境調整設備室

燃料異常過渡試験装置燃料高負荷環境試験装置

水環境調整設備室

水環境調整設備
（高温高圧水供給及び冷却）

燃料内圧制御設備

出力制御設備

水環境調整設備
（高温高圧水供給）

キャプセル冷却設備

出力制御設備

試験燃料
キャプセル

炉心

JMTR

炉内試験部

水環境調整設備室水環境調整設備室

燃料異常過渡試験装置燃料高負荷環境試験装置

水環境調整設備室水環境調整設備室

水環境調整設備
（高温高圧水供給及び冷却）

燃料内圧制御設備

出力制御設備

水環境調整設備
（高温高圧水供給）

キャプセル冷却設備

出力制御設備

試験燃料
キャプセル

炉心

JMTR

炉内試験部

17



・大型試験片まで照射可能な温度制御照射装置
(原子炉容器破壊靭性試験など)

・高温・高圧・水化学制御環境下での照射試験装置
(照射下応力腐食割れ(SCC)、腐食試験など)

維持規格及び
高経年化評価
技術の高度化
のための試験

照射環境下でのSCC試験装置の概念図

200mm

φ 43

直流電位差法による
き裂進展その場測定

試験片治具

CT試験片

荷重制御用
ベローズ

照射下SCC試験体

これらの試験装置によって、トラブル対応を含めた多様なニーズに応える試験が実施可能
(性能③)

４.２照射設備の整備 -材料照射試験装置の例 -

18



①高燃焼度燃料の安全基準の高度化
長期間使用した高燃焼度燃料は、異常な過渡事象では小さな変形で破損が生じるなど、破損
限界出力が半減し得る原理の解明が必要。
→開発が進められている改良燃料の破損限界の仕組みの把握と評価（燃料異常過渡試験）

②高経年化に対応した材料評価の高度化
今後10年間で国内の過半数の原子炉が供用開始30年あるいは40年を超えるため、原子炉容器
の脆化予測が重要。
→実機を模擬した大型試験片による原子炉容器破壊靭性の評価による信頼性の高い高経年化
技術評価（原子炉容器破壊靭性試験）
炉心シュラウドの割れが16基以上で発見されており継続利用のためには適切な検査頻度の設
定や寿命予測が不可欠。
→放射線照射環境の応力腐食割れ等の影響評価試験（SCC試験）

③事故時に対応した制御棒等の評価
原子炉のブレーキである制御棒が破損する事例が6基以上で発生しており、より信頼性の高
い制御棒が必要。
→制御棒用ハフニウムの健全性の試験分析（ハフニウム照射試験）

原子力安全基盤小委員会での「原子力の安全基盤の強化について」の検討（付録４）を
踏まえた原子力安全・保安院からの受託研究がJMTRを利用して進められている。

* 日本原子力学会「2007年秋の大会」標準委員会特別セッションI 原子力安全基盤小委員会報告と平成２０年度
安全研究予算（案）について 配付資料より、9月28日, 2007年, 北九州
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４.３照射試験計画 -軽水炉燃材料詳細健全性調査(1) -



JMTR

商用炉
燃料加工
検査施設

照射済試料の搬入／
再照射試験

搬出

照射済試料
の搬入

欧州から日本
への輸送

国内輸送

（海外輸送装置）

JMTRホットラボ

キャプセル組立装置

ホットラボの遮蔽強化

外筒TIG溶接

照射済燃料

大型キャプセル取扱い装置

照射後破壊靱性試験機

照射後微細構造観察装置

照射後SCC試験装置

照射後試験設備

①燃料異常過渡試験に係わる

照射装置等の整備

②原子炉容器破壊靱性試験

及びSCC試験に係わる

照射装置等の整備

燃料中心孔加工装置

③ハフニウム照射試験に係わる

照射装置等の整備

水

炉心

JMTRJMTR
水環境調整設備室
（炉室キュービクル）

水環境調整設備

出力制御設備

キャプセル冷却設備

炉内試験部

試験燃料

燃料照射キャプセル

①燃料異常過渡試験装置（1体） 材料照射試験装置

750 mm

8000 mm②照射脆化試験
キャプセル（1体）
(φ130 mm)

②SCC試験
キャプセル（5体）
(φ70 mm)

③ハフニウム試験
キャプセル（3体）
(φ70 mm)

水環境
調整設備

４.３照射試験計画 -軽水炉燃材料詳細健全性調査(2) -
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４.３照射試験計画 -軽水炉燃材料詳細健全性調査(3) -

21

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

異常過渡試験

原子炉容器破壊靱性試験

応力腐食割れ(SCC)試験

制御棒用ハフニウムの健全性調査

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

計測制御系統

電源設備

冷却設備

炉室給排気系統等

ボイラー設備等

純水製造設備

燃
料
詳
細
健
全
性
評
価

詳細設計

詳細設計

原
子
炉
施
設
改
修

試験条件
検討
概念設計

設計 製作・据付

製作・据付

試験条件
検討
概念設計

材
料
詳
細
健
全
性
評
価 ハフニウム基礎試験

照射装置等の整備 照射試験・照射後試験

照射装置等の整備
照射試験、照射後試験



５．まとめ

○JMTRについては機構内外での検討と評価を経て改良型軽水炉へのリプ
レイスが始まる2030年頃までは、JMTRを改修し軽水炉の長期利用等に対
応した照射ニーズに応えるための改修と再稼働計画が決まり、2007年度よ
り原子炉の改修を開始した。

○現行軽水炉の高経年化対応及び燃料高度化のための技術戦略マップがま
とめられ、これらに対応して照射脆化や照射環境下での応力腐食割れ、制
御棒ハフニウム及び燃料の異常過渡時の破損限界に関する調査が原子力安
全・保安院からの受託研究として2006年度より開始され、必要な照射試験
装置の設計や一部整備を進めている。

○次世代軽水炉開発では濃縮度5%超の高燃焼度燃料やプラント寿命80年を
実現する新材料開発や水化学管理がコアコンセプトとしてまとめられ、規
格基準の整備や規制の高度化と一体に開発を進める方針がまとめられた。
燃料高負荷環境照射試験など現行炉に加え次世代軽水炉の開発と規制に必
要な試験についての提案や関連機関との協議を進める。
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付録

付録１ 原子力政策大綱における中長期方向性との関係

付録２ 利用性の向上 -ソフト面の改善-
付録３ 国際照射試験センター構想

付録４ 原子力安全基盤小委員会報告(案)



ＪＭＴＲ
次世代材料試験用原子炉

C&R

改修

JMTR利用検討委員会報告書（平成１８年３月）より

原子力政策大綱（平成17年10月11日）

○下図は、イメージを示すためのものであり、設備容量は58GWで一定と仮定。
○既設の軽水炉は４０～６０年で廃炉。２０３０年前後から現行の軽水炉を改良したものに順次代替。
○２０５０年頃から高速増殖炉導入。

＜年度＞

＜
設
備
容
量
[万
kW
]＞

新計画策定会議
（第21回）資料第
1号「ｴﾈﾙｷﾞ政策
における原子力
発電」より

既設の軽水炉
(40年間運転の場合）

既設の軽水炉
(60年間運転の場合）

新設の軽水炉
(60年間運転の場合）

高速増殖炉

原子力政策大綱における中長期方向性との関係

24
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「JMTR利用検討委員会」検討結果（ H18年3月)

○ターンアラウンドタイム（照射申し込みから試験
データが出るまでの期間）の短縮。
○照射費用の低減化。
○照射手続きの簡素化。
○使い勝手がよいこと。
○企業秘密の保持

利用性の向上 -ソフト面の改善-

JMTR計画準備室を設置 (H18年9月1日)

改修・利用計画の調整など全体計画を企画、推進するため

照射試験炉センターを設置 (H19年4月1日)

照射試験炉センターの機能強化 (H19年8月1日) 25

付録２



国際照射試験センター構想(1)

NDC
ホットラボ

東北大

ホットラボ

原子力機構

JMTR-HL

原子力機構

燃料試験施設

太
平
洋

AGF

高速炉開発のための照射後試験を実施

原子力機構
照射燃料集合体試験施設 (FMF)

原子力機構
照射材料試験施設 (MMF)

原子力機構
照射燃料試験施設 (AGF)

NFD
ホットラボ

原子力機構

AGF
原子力機構

MMF

原子力機構
FMF

約25km

ﾆｭｰｸﾘｱ･ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ（株）
ホットラボ

東海地区
原子力機構

燃料試験施設

原子力機構

廃棄物安全試験施設

日本核燃料開発(株）
ホットラボ

原子力機構

JMTR ホットラボ
東北大学

ホットラボ

大洗地区

国内唯一

JMTRを中核として材料試験用原子炉と照射後試験施設を有機的に活用する
国際照射試験センターを提案している。OECD国際協力研究の枠組み等を活用
して推進側と規制側を含めた合理的な研究実施のためのシステムを構築するた
めの検討を進める。これにより、我が国独自の利益を最大限に確保しつつ、国
際的協調による成果も生かせる形を実現する。

26
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国際照射試験炉センター(2) - 拠点化 -

世界の主な試験炉と３つのセンター構想

・情報交換
・技術移転
・照射技術の活用
・人材交流 など

互いの試験炉の特長を生かした照射
試験の役割分担による施設運営の
効率化や照射機能の高度化

照射技術等の共有化による世界的に
統一性の取れた照射試験の提供

HBWR

ATR

JMTR

欧州センター

HFR

HFIR

HANARO

OPAL

（＊）アジア・環太平洋地域での情報交換を開始予定（平成19年度～）

ＪＭＴＲ再稼働までに、アジアの中核
試験炉として国際協力体制を構築

アジアセンター

米国センター

27
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原子力安全・保安部会
原子力安全基盤小委員会報告

～原子力の安全基盤の強化について～
（案）

第一章 はじめに
第二章 原子力の安全基盤の現状と課題及び今後の対応の考え方について
１．原子力安全基盤研究
２．規格基準の策定と学協会の取組み
３．原子力安全確保の観点からの人材基盤
４．原子力安全確保の観点からの研究施設基盤
５．原子力安全確保の観点からの知識基盤
第三章 原子力安全基盤小委員会の提言について
１．新たな原子力安全基盤研究システムの構築
２．原子力安全分野における学協会の役割の高まりと体制強化
３．原子力専門家人材の戦略的な育成・確保
４．戦略的に重要な安全基盤研究施設の維持・確保
５．知識基盤の高度化と積極的な活用
第四章 おわりに

28

付録４



第三章 原子力安全基盤小委員会の提言について

４．戦略的に重要な安全基盤研究施設の維持・確保

・本小委員会は、次に該当する研究施設について「戦略的に重要な安全基盤研究施設」と位置づけ、
当該施設の重要性について国民の理解を得るよう努める。

① 技術戦略マップにおける重要な安全基盤研究ニーズに対応する施設
② 人材マップにおいて今後専門家の育成・確保が重要とされる分野の研究課題へ対応す
る施設

③ OECD/NEA等により国際的に高い評価を受けている施設
・また、当該施設を有する研究開発機関は国際的に遜色のない経済性、利便性等の確保を図るととも
に、国内外ユーザによる利用が促進されるよう具体的な提案を行う。国は国際共同研究プロジェ
クトの実現に向け必要な政府間ベースでの提案を行う。産業界は当該研究開発機関の取組みの
成果を踏まえ当該施設の積極的な利用に努める。

・「研究施設の維持に関する戦略策定が必要」とのOECD/NEAの提言にも鑑み、原子力安全基盤機
構及び日本原子力研究開発機構は連携して、技術戦略及び人材マップを踏まえつつ、安全基盤
研究施設の活用戦略を策定する。

・本小委員会は、高度燃料利用分野及び高経年化対応技術分野に関し、技術戦略マップ等を踏まえ、
日本原子力研究開発機構原子炉安全性研究炉（NSRR）、燃料試験施設（RFEF）、及び材料試
験炉（JMTR）（照射後試験施設など、これらの付属する施設を含む。）を「戦略的に重要な安全基
盤研究施設」と位置づける。なお、他の研究施設について、今後、他分野の技術戦略マップ策定
等を踏まえ、「戦略的に重要な安全基盤研究施設」への位置づけを検討する。 29
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